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2018(H30)年
度の取り組み

2017(H29)年
度の取り組み

（様式２）　実行計画管理シート　

部・課 学校教育部

2016(H28)年
度の取り組み

2016(H28)年度
市政運営方針

＜所信表明・市政運営方針での表現＞

施策目標等

2018(H30)年度
市政運営方針

これまでの取り組み
状況

障害のある子どもたちへの支援教育の充実を図るため、支援教育コーディネーターの円滑な職務を遂行するため、
市内全小中学校に非常勤講師の配置や、支援教育に関する専門家等を学校園へ派遣し教職員への指導・助言等
を行った。また、学校看護師・介助員の配置や支援教育に係る環境の整備等を行った。

支援教育充実事業

取り組み状況

基本目標等

（関連施策目標等）

一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
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16　子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

事業概要
（目的・内容等）

障害のある子どもたちへの支援教育の充実を図るため、全小中学校における支援教育コーディネーターの活動
の充実や、支援教育に関する専門家等を学校園へ派遣し、教職員への指導・助言等を行う。また、学校看護師・
介助員の配置や支援教育に係る環境の整備等を行う。

児童生徒支援室事業名 116

市
長
公
約
と
の
関
係

・支援教育コーディネーターの円滑な職務を遂行するため、市内全小中学校に非常勤講師を週6～15時間配置し
た。
・小中幼稚園へ支援教育に関する専門的な知識・技能を持つ専門家を406回派遣した。
・学校看護師を幼稚園3園、小学校7校、中学校1校に配置し、医療的ケアを実施した。肢体不自由児介助員を小学
校15校、中学校2校に配置し、児童・生徒の生活介助等を行った。
・新たな種別の支援学級が設置された学校について、備品の購入補助を行った。

所信表明

→推進

・支援教育コーディネーターの円滑な職務を遂行するため、市内全小中学校に非常勤講師(週平均10時間)の配置
・小中幼稚園へ専門家などを派遣し教職員に対する指導・助言
・学校看護師・介助員の配置
・支援教育に係る備品などの購入

2017(H29)年度
市政運営方針

２　安心して子どもを産み育て、健やかな成長と学びを支えるまちをつくる

２　安心して子どもを産み育てることができ、子どもの健やかな成長と学びを支える

３　子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

総
合
計
画
と
の
関
係

（関連施策目標等）

4つの重点的に進める
施策との関係

基本目標

施策目標
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千円 （建設経費 千円 , 用地費 千円 ）

H31指標名 H26

指標名

指標の説明

○

指標の説明

支援教育に関する専門的な知識・技能を持つ
専門家を学校園に派遣した回数

H30

単位H26 H29

指

標
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績

（

評

価

）

目標値(H31)

単位H31H29H26 H27

H31

施策指標

0整備事業の場合の総事業費 00

事業費（決算ベース）

指標の説明

目標値(H31)

指標名 施策指標
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（
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）

H30H27 H28

2019(H31)年
度の取り組み
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406147

H29

今後の対応 平成28年4月に「障害者差別解消法」が施行されたことにより、合理的配慮の提供等を検討していく。

課題

障害のある子どもに対して、社会的障壁を取り除くために行われる合理的配慮の観点を踏まえ、障害のある子どもの
基礎的環境整備を整えていくとともに、本人・保護者の意向を受け止め、合意形成を図り、支援教育の充実を図って
いく必要がある。
また、支援教育コーディネーターを中心として、保護者・支援学校等の関係機関と連携し、支援の必要なすべての
子どもについて、全教職員の共通理解のもと、学校全体で支援教育の充実に取り組んでいく必要がある。
併せて、発達障害等配慮を要する子ども及びそのことに起因する問題行動等への支援を行うため、支援員等配置
について、検討をすすめていく。

→推進
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指標の説明
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H28

目標値(H31)H27

支援教育に関する専門的な知識・技
能を持つ専門家の派遣回数

通常の学級に在籍する発達障害等の児童・生徒への支援や校内支援体制の推進、個別の教
育支援計画・個別の指導計画の作成等について、専門家の巡回により指導・助言により、効
果的に行えた。また、公私立幼稚園に相談員を派遣し、保護者や教職員に対して、相談や効
果的な指導・助言が得られた。

H31H30 目標値(H31) 単位

380 回
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H28 H29 単位H30

H26

162,174

2017(H29)年度

達成状況（実行計画） ○：達成に向けて進行・継続中

単位：千円

年度 事業費総額 国庫支出 府支出金 起債 受益者負担 その他 一般財源

2016(H28)年度 169,341 167 7,000

2019(H31)年度 0

2018(H30)年度 0

関連指標
施策指標

H27

0


